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泉佐野市における滞在の促進及び受入環境の整備に関する条例施行規則 

平成28年3月31日 

泉佐野市規則第21号 

改正 令和3年3月31日泉佐野市規則第4号 

(趣旨) 

第1条 この規則は、泉佐野市における滞在の促進及び受入環境の整備に関する条例(平成

27年泉佐野市条例第33号。以下「条例」という。)の施行について必要な事項を定める

ものとする。 

 (指定の申請) 

第2条 条例第6条第1項に規定する指定を受けようとする者は、宿泊施設の新設等の工事

に着手する日までに、宿泊事業者指定申請書に次に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 宿泊施設の位置及び配置図 

(3) 資金計画書 

(4) 建設工事計画書 

(5) 建築基準法(昭和25年法律第201号)第6条第1項又は第6条の2第1項に規定する確認済

証の写し 

(6) 宿泊施設の新設等をする事業者(以下「宿泊施設設置事業者」という。)の定款の写

し及び法人登記事項証明書(個人にあっては、住民票記載事項証明書) 

(7) 宿泊施設設置事業者の市税の滞納がない旨の証明書 

(8) その他市長が必要と認める書類 

2 市長は、条例第6条第2項に規定する指定の可否を決定したときは、当該指定の申請を

行った者に対し、宿泊事業者指定可否決定通知書により通知するものとする。 

(指定事項の変更) 

第3条 条例第7条第1項の変更の承認を受けようとする者は、速やかに当該変更の内容を

記載した書面を添えて、指定事項変更承認申請書を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、指定事項の変更の承認の可否を決定したときは、当該変更の承認の申請を行

った者に対し、指定事項変更承認可否決定通知書により通知するものとする。 

3 条例第7条第1項ただし書の規則で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。 

(1) 営業の開始の予定日の変更(当初の営業の開始の予定日の14日前から当初の営業の

開始の予定日の14日後までのものに限る。) 

(2) 宿泊施設における建築面積又は延べ面積の100分の5以内の増減 

(3) 事業の用に供する設備(次条各号に規定する設備に係るものを除く。)の追加又は変

更 

(4) 前3号に掲げるもののほか、事業の円滑な実施に支障を及ぼすおそれがないと市長

が認める変更 

(設備の要件) 

第4条 条例第8条第2項第3号の規則で定める設備の要件は、次に掲げるものとする。 

(1) 客室の平均の面積が、45平方メートル以上であること。 

(2) 2のレストラン又は1のレストラン(ラウンジ、バー、バンケットルーム等を別に有

している場合に限る。)が、当該宿泊施設の利用者以外のものが利用できるものであっ

て、市長が別に定める基準に該当するものであること。 

(3) スパ・フィットネス施設(入浴施設及びスポーツジム、マッサージルームその他の

健康の維持、回復又は増進を促進する効果のあるサービスを提供する施設をいう。)に

おいて、当該それぞれのサービスを提供する施設に常時1人以上の者が従事する受付

を有していること。 

(4) 観光・エンターテインメント施設(ミュージアム、劇場、プールその他の展示、観

覧又は体験を提供する施設をいう。)を有していること。 

(5) 宿泊施設専用の車寄せ(バレーパーキングのサービスを提供するものに限る。)を有

していること。 

(6) コンシェルジュデスクにおいて、当該サービスを提供する多言語対応が可能な専用
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の受付を有していること。 

(端数計算) 

第5条 条例第10条第2項の規定により算定された奨励金等に1,000円未満の端数があると

きは、これを切り捨てる。 

(交付の申請等) 

第6条 条例第11条第1項の規定により、奨励金等の交付を受けようとする者は、別表第1

の区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の申請期間の欄に掲げる期限までに、同

表の申請書及び添付書類の欄に掲げる書類により市長に提出しなければならない。 

2 市長は、条例第11条第2項の交付の決定をしたときは、当該交付の申請を行った者に対

し、奨励金等交付決定通知書により通知するものとする。 

3 条例第11条第2項の交付の決定を受けた者は、前項の通知があった後に第1項の規定に

よる申請事項に変更が生じたときは、速やかに当該変更の内容を記載した書面を添え

て、奨励金等変更交付申請書を市長に提出しなければならない。 

4 市長は、前項に規定する申請の内容を審査し、奨励金等の変更交付が適正であると認

めるときは、当該変更交付の申請を行った者に対し、奨励金等変更交付決定通知書によ

り通知するものとする。 

(工事着手等の届出) 

第7条 指定事業者は、その指定を受けた宿泊施設(以下「対象宿泊施設」という。)の新設

等の工事の着手、営業の開始又は廃業若しくは休業をしたときは、条例第13条の規定に

基づき、別表第2の区分の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の届出期限の欄に掲げ

る期限までに、同表の申請書及び添付書類の欄に掲げる書類により市長に提出しなけれ

ばならない。 

(交付の方法) 

第8条 第6条第2項又は第4項の規定により通知を受けた者が奨励金等の交付を請求しよう

とするときは、当該奨励金等の交付の決定の日(以下この項において「交付決定日」とい

う。)から起算して30日を経過する日又は交付決定日の属する年度の末日のいずれか早い

日までに、奨励金等交付請求書を市長に提出しなければならない。 

(取消し及び返還) 

第9条 市長は、指定事業者に虚偽の申請その他の不正行為があったと認めるときは、当

該指定又は交付の決定を取り消すことができる。 

2 市長は、前項の指定の取消しを行ったときは、遅滞なく同項の指定を取り消された者

に対し、指定取消通知書により通知するものとする。 

3 市長は、第1項の交付の決定の取消しを行ったときは、遅滞なく同項の交付の決定を取

り消された者に対し、奨励金等交付決定取消通知書により通知するものとする。 

4 市長は、条例第14条に規定する返還の請求をするときは、前項の交付の決定の取消し

を受けた者に対し、奨励金等返還請求書により請求するものとする。 

5 前項の返還の請求を受けた者は、返還の請求を受けた日から起算して30日を経過する

日までに返還金を納付しなければならない。 

(奨励金等を受ける権利の承継の承認の申請) 

第10条 条例第15条の承認を受けようとする者は、事業承継承認申請書に次に掲げる書類

を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 承継の事実を証する書類 

(2) その他市長が必要と認める書類 

(文書の様式) 

第11条 この規則による申請書、通知書その他の文書の様式は、市長が別に定める。 

(委任) 

第12条 この規則に定めるもののほか、奨励金等の交付について必要な事項は、市長が定

める。 

附 則 

この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

  附 則（令和3年3月31日泉佐野市規則第4号） 

この規則は、令和3年4月1日から施行する。 
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別表第1(第6条関係) 

区分 申請期間 申請書及び添付書類 

宿泊施設設置奨励金

の交付の申請をする

場合 

対象宿泊施設の営業の

開始の日から起算して

6月を経過した日(以下

「基準日」という。)

から3月以内 

奨励金等交付申請書 

(1) 対象宿泊施設の登記事項証明書 

(2) 事業実績報告書 

(3) 直近2事業年度の決算書(個人の場合は、

確定申告書及び申告決算書の写し) 

(4) 宿泊施設設置事業者の市税の滞納がな

い旨の証明書 

(5) その他市長が必要と認める書類 

雇用促進奨励金の交

付の申請をする場合 

基準日から3月以内 奨励金等交付申請書 

(1) 市内雇用者の雇用関係を証する書類及

び当該雇用者の住民票記載事項証明書 

(2) 宿泊事業者市税の滞納がない旨の証明

書 

(3) その他市長が必要と認める書類 

利子補給金の交付の

申請(当該申請に係る

対象宿泊施設につき

初めての申請に限

る。)をする場合 

基準日から3月以内 奨励金等交付申請書 

(1) 新規常用雇用者の雇用関係を証する書

類及び当該雇用者の住民票記載事項証明書 

(2) 資金計画書 

(3) 借入金証明書 

(4) 借入金返済予定表の写し 

(5) 宿泊事業者の市税の滞納がない旨の証

明書 

(6) その他市長が必要と認める書類 

利子補給金の交付の

申請(当該申請に係る

対象宿泊施設につき2

回目以降の申請に限

る。)をする場合 

直近の利子補給金の申

請に係る交付の決定を

受けた日の属する年度

の翌年度の4月1日か

ら3月以内 

奨励金等交付申請書 

(1) 新規常用雇用者の雇用関係を証する書

類及び当該雇用者の住民票記載事項証明書 

(2) 借入金返済状況(予定)表の写し 

(3) 宿泊事業者の市税の滞納がない旨の証

明書 

(4) その他市長が必要と認める書類 

 

別表第2(第7条関係) 

区分 届出期限 申請書及び添付書類 

新設等の工事の着手

の届出をする場合 

対象宿泊施設の工事に

着手した日から14日

以内 

工事着手届 

(1) 工事工程表 

(2) その他市長が必要と認める書類 

営業の開始の届出を

する場合 

対象宿泊施設の営業を

開始した日から30日

以内 

営業開始届 

(1) 旅館業法(昭和23年法律第138号)の規定

による営業許可証の写し 

(2) 建築基準法第7条第5項又は第7条の2第5

項に規定する検査済証の写し 

(3) 従業員雇用者名簿 

(4) その他市長が必要と認める書類 

廃業又は休業の届出

をする場合 

対象宿泊施設の廃業又

は休業をした日から

14日以内 

事業廃業(休業)届 

(1) 市長が必要と認める書類 

 

 


